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■：まず背景としては、失業問題が非常に深
刻になった時期だったことがあります。とこ
ろがリストラがどんどん進行する中で、大手
の組合を見ていますと、結局、労使合意に基
づいて強制的な首切りなしに、しかも非常に
いい条件で退職をしていくということがあり
ました。一方で中小はもっとひどくて、雇用
対策をしっかり立ててもらわなくてはいけな
いのではないかという問題意識から、こうい
う提言をしてみようとなりました。つまり労
働者一般に対する政策ではなくて、中小企業
労働者の立場から見てモノを申すということ

をやる必要があるんじゃないかと、こう考
えたわけです。ただ「失業と雇用に関する政
策提言」と言っていますが、実際は失業者に
対してどうしたらよいかという方が重点で
した。

5つの領域ですが、まず大企業だけがうま
く会社を整理してしまって、中小にその責
任を押し付けてしまうことや、ダンピング
強要の問題、それから中小労働者の労働債
権の保護の問題、雇用保険の問題、それから
雇用創出の問題ですね、そういう点で一応
提言をまとめてみました。
書いてみての反応としては、今までこう
いう労働政策の提言をするときに、例えば
中小企業労働者だけとか、パート・未組織に
も関係する人だけを区別してこういう対策
を立てるということがまずなかった。それ
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から連合、全労連、全労協それぞれの方を呼
んだシンポジウムをやって、非常に興味を
引くかたちで見ていただいたと思います。
けれど「具体的にそれがどう活かされた
か」という問題からいうと、その後も労働省
などともいろいろ話しましたが、雇用対策
や雇用保険政策などは「中小労働者を特別
扱いすることは、なかなか難しいですね」で
終わってしまっているんですよね。それ以
上我々が進められてないというのは、運動
上の問題と、もっとより細かな整合性を
持った政策にこれをまとめ上げていくとい
う能力が我々の側では不足しているという
ことの結果なんだろうと思いますが、本来
的にはナショナルセンターもこういうこと
を考えなくてはいけないのではないかとい
う問題提起としてはおもしろかったのでは、
と思っています。

■：まだちょっとないですね。第一次案をつ
くるときは、中小企業労働者がここまでい
じめられているときに、むしろエゴを打ち
出して運動をやろう、そういう政策闘争を
やってみよう、という意気込みがありまし
た。とにかくもう少しこれを練っていくと
いうことになると、大きな視野でもう一度
個々の部分がきちんと整合性をもったかた
ちで主張できているんだろうかという議論
をしなくてはいけません。それより中小労
働者のエゴだけでも叫んでみる、というと
ころに運動的な意味があったんだろうと思
います。そのときどきに声をあげてくとい
う大切さを一応確認できたということで
しょうか。

■：あまり広がってはいませんが、この提言
は「大企業だけがリストラして儲けてるん
じゃないか」ということに対してきちんと
批判ができている、と。ナショナルセンター
でいうと全労働者のことを考えてしまうの
で、なかなか中小だけの雇用を反映した政
策というのは、出しにくい。そういう意味で
は、中小の労働者の立場から言うと、大企業
はそれこそ「大名リストラ」みたいなものを
やり、そういう金をもらって自分らが退職
しておきながら、企業再編や工場の閉鎖を
やって、しわ寄せだけを全部中小に押し付
けていると。それで苦しんでいる中小の側
から言うと、やはりこういうことをきちっ
と言っておく必要があるんじゃないかとそ
ういう声がありましたよね。

■：例えば、地方自治体が工業団地を作っ
て、税制の優遇措置も含めて、企業を呼び込
み、やっと税金をまともに取れるような時
期になったら「さよなら」ということで海外
に行ってしまう。それで、一企業何百人の失
業者の対策を今度は地元側に押し付けてく
る。今まで一生懸命貢いだのにその企業か
らお荷物まで背負わされて、地方自治体は
なぜ怒らないのか。それだったら、自治体・
行政も一緒になって「少なくとも税金を免
除していた分だけ、あるいは優遇してた分
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だけ返してから海外に出て行け」とかね、
「残った何百人の地元の労働者の雇用に関し
ては何年分くらいの責任を持っていけ」と
か、そういう言い方をしているわけです。や
はり単に一企業の問題だけじゃなくて、地
域の問題だと思うんですよね。そういう問
題提起もしている。
それと同時に、地域における雇用創出と
いう視点を打ち出している。グローバル化
に対して、もっとローカルなところからき
ちんとまた経済基盤をつくらなきゃいけな
いだろうということを考えています。それ
にはまた、農業、水産業、林業の問題もある
でしょうし、ものづくりの問題もあるで
しょう。一方に偏っただけの経済というの
はなかなかつくれないわけで、地域経済が
環境にも取り組み、福祉もあり、モノづくり
も地場でできる、という視点が打ち出せた
のではないかと思います。

■：そうですね。この提言をした時期、ちょ
うど高校生の就職率が 50％くらいで、地方
の県や市が自ら、その人たちの雇用のため
にアルバイトでもいいから1年2年雇います
と言った時期ですからね。

■：例えば、私から見るとワーカーズの人た
ちの一部には最賃法以下でも、楽しく働け
れば良いという意識があって、労働者とい
う意識が少ないように思えます。当然、「働
いてその対価として受け取る賃金によって、
まともな生活ができる」というものではな
くてはいけないだろうと思います。そのよ
うな労働条件をどう獲得していくのか、そ
れも今後の課題として、地域の中で、例えば
生活保護との関係とか、もうちょっと言え
ばリビングウエッジのような考え方などの
問題にも共通したかたちで労働条件を地域
でどのようにつくっていくのか、という視
点が必要になってくるだろうと思いますね。
同時に雇用創出という考え方からいえば、
とくに人手がかかるのは福祉や教育という
ことになるわけです。そういうところに「緊
急地域雇用創出特別交付金」などの使い途
をどうしていくのか、その地域の雇用創出
との絡みで考えていくという新しい問題提
起が出てきたわけなので、この制度はなん
とか継続させて、地域の人たちが参加しな
がらそのお金を使って雇用創出に結び付け
ていくという道筋をつくっていく必要性が
あるんではないかと思います。
労働条件の面と雇用創出の面で言えば、
双方が参加型のかたちで意見提言がなされ、
地域行政もそれを大切にしながらやってい
くという構造をつくること、今までとは違
い、切捨てだけじゃなく、そこにある生活を
守っていくという視点からの労働という問
題意識が定着していくのではないか思うん
です。
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■：例えば私は港湾の労働組合にいるわけで
すが、港湾労働というのは、船に荷物を積ん
だり降ろしたりという作業をしているわけ
です。ところで、その荷物はどこに行くかと
いえば、地域の工場であり、あるいはそこで
生活する人たちの生活物資であったりする
わけで、港というのは非常に地域経済と密
着しているわけです。そこで、自分たちの賃
金や労働条件さえ良くなればいいのではな
くて、地域経済が良くならない限り自分た
ちの労働条件も確保できないという視点を
持たないと、工場が一つ移転したらそれで
おしまいになるんですよ。それは我々も失
業するかもしれないけども、それによって
地域全体にはもっとほかにもその影響を受
ける人たちがいるわけですから、そういう
人たちとも一緒になって地域経済がどうあ
るべきかという視点を持つようにしないと
いけないんじゃないか。これは私の立場か
ら言ってもそうであるし、ほかの中小の製
造業の下請けや、あるいは流通部門など、そ
れぞれの視点から見ての地域経済につな
がっていると思うんですね。それが大企業
の一方的方針で例えば海外に移転するとい
うだけで、その街全体にものすごい影響を
与えるわけですからね。

■：これから本当に深刻になるだろうと思い
ますね。親のすねをかじっているうちは構
わないのだけれども、あんな低賃金で働い
ていては将来結婚もできない、老後はどう
なるかわからないという状況になってきま
すよね。日本の今の労働構造そのものが、い
わゆる年収300万以下の労働者と、外国の工
場までも管理できるような能力を持った年
収 700万とか 800万以上の労働者へと分化
している状況にあると思います。
中小企業の労働者の労働運動をやる立場
からいうと、今まではナショナルセンター
の中で大企業と一緒になって一つの「労働
者」としてモノを言うというかたちでやっ
てきたんだけれども、中小は中小という独
自性を出して、そしてパートとかフリー
ターとか派遣で働いている人たちの問題も
含めた労働政策というか労働運動をやって
いかないと。今まで中小労働運動が存在し
ていた大企業の後についていって、そのお
こぼれを頂戴するというような位置から、
「日本型系列」が壊され、親会社だと思って
いたのに何の面倒も見てくれないまま切り
捨てられる状況の中で、別のかたちで横に
団結をしながら自分たちの生活を守ってい
く、というように視点を変えていかなくて
はいけない。これも政策提言をした一つの
意味であるわけです。
しかし、突き詰めていくと、いわゆる戦後
すぐの製造業を中心とした日本の労働法体
系というものが、それではもうだめだとい
うことになってきているわけで、それでは
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第三次産業が多数を占めている今、どうい
う視点で労働法というものを見たら良いか、
ということにまでなっていくので、そこは
なかなか大変だなということです。

■：私が議長をしている労供労組協（労働者
供給事業関連労働組合協議会）は労働者供
給事業を軸にして結集しているのですが、
働き方を見れば今の多様な雇用形態があり、
協同労働もあり、それから契約労働もあり
ますが、日本の法律は雇用労働の枠内でし
か労働という概念を捉えていないわけです
よ。国際的には労働の概念が非常に広く
なって、それぞれの働き方に対する規制、
ルールづくりがされているのですが、日本
の場合は労働といったときには雇用労働、
まさにレイバーでしかない、賃金関係があ
るという部分だけで見ている労働になって
しまっている。
　そこで労働者の権利を守りながらそう
いった広い労働概念に対してどう我々は新
しいルールをつくっていくのか、というよ
うにも問題を立てていかないと。一方にお
いて、その協同労働の一部分で「別に最低賃
金法を守らなくていいんだ」という考え方
を出されちゃうとそれは困るなと。幅広く
は捉えるんだけども、労働という概念では
一緒であって、なおかつそれぞれのルール
をつくっていくという視点を持たないと、
お互いに「協同労働の協同組合」法をつくっ
ていくことや協同労働を軸とした運動と、
それから雇用労働を軸とした運動とが一体

になった運動というのはなかなかつくれな
いんじゃないかなと思います。その辺の視
点をもう少し国際的な動向を少し勉強しな
がらやってかないといけないですね。

■：日本の労働法というのは、使用者の義務
を定めたもので、労働者の権利を定めてい
るわけではないんですね。そこから発想を
変えないと、それこそ提言を出しても、だめ
なんですよね。本来的にはそこからもう一
回組み立て直して権利宣言のところから整
理してていかなければならないですね。

『政策提言』の全文
(http://www.zenkowan.org/documents/

doc2002/seisaku.htm)


